
42 法学教室 J a n .  2 0 2 2  N o . 4 9 6

本書は，法学教室 2019 年 4月号（463号）～ 2021 年 3月号（486号）で連載していた
「スタンダード行政法」の単行本です。
連載中も「簡潔な記述で分かりやすい！」と好評でしたが，書籍化にあたって，細かい表現

にまで気を配って修正を重ね，全体的に，さらにシンプルで理解しやすい記述になりました。また，雑
誌ではどうしても各回のテーマをバラバラに読んでしまいがちですが，本書では各所に参照（リファレ
ンス）を置き，行政法の全体像を摑みながら読み進めることができるようになっています。
　そして最大の変更点は，各章末に「演習問題＆解答例」を設けたことです。その章で学んだ内容をす
ぐにアウトプットすることで，深い理解が得られると思います。また，解答例も掲載されているので，
たとえば試験で問われたとき，どのように答えればよいのかを知る一つの手がかりになるはずです。
　1冊を読み終えたとき，行政法の全体像がスッキリと理解できているでしょう。是非，お手に取って
読んでみてください。（菅野）
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見やすいレイアウト・分かりやすい図表で，学習力アップ！

※目次は，小社ウェブサイトの本書のページをご覧ください。
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　参与機関とは，行政庁の意思決定を拘束する議決を行う機関をいう。電波
監理審議会，検察官適格審査会などがこれにあたる。
　執行機関とは，行政庁の命令を実力で執行することが認められた機関をい
う。警察官，国税徴収職員などがこれにあたる。のちに述べる地方公共団体
の「執行機関」（ 本章第 4節）とはまったく別の概念である。

　権限の代行方式

　処分等の行政権限は，法律で定められた行政庁が，みずから行使するのが
原則である。しかし，大臣などの行政庁が，膨大な権限をすべて実際に行う
ことは，必ずしも容易ではない。そこで，権限の代行方式として，①権限の
委任，②代理，③専決・代決が認められている（ 図 2-2）。
　権限の委任とは，行政庁が，その権限の一部を，他の行政機関に委譲する
ことをいう。たとえば，法務大臣が，情報公開請求に対する開示・不開示の
決定権限（行政機関の保有する情報の公開に関する法律 9条）を，地方支分部
局（ 本章第 3節Ⅶ）である法務局の局長に委任する場合である（同法 17
条）。その権限は法務局長が自分の名前で行使し，同局長が行った処分とし
ての法的効果を生じる。権限の移転をもたらすため，一般に法律の根拠を要
すると解されている。
　代理とは，行政庁以外の行政機関が権限を行使し，行政庁が行ったのと同

図 2-2　権限の代行方式

権限の委任 代理 専決・代決
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※ Aは上級機関，Bは下級機関を示す。
　●は法的効果が帰属する行政機関を，実線は外部（私人）から見える関係を，点線は外部から見えない関係を示す。
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第2節	 行政組織の基本原理
SECTION 2

　行政機関の意義

　行政組織の構成要素が行政機関である。もっとも，「行政機関」という用
語は，2つの異なった意味で用いられている。
　第 1は，行政作用法上の権限行使に着目した概念（作用法的機関概念）で，
たとえば国土交通大臣
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がこれにあたる。Ⅱで述べる行政庁などの行政機関は，
この意味である。
　第 2は，行政事務の配分単位に着目した概念（事務配分的機関概念）で，
たとえば国土交通省
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がこれにあたる。内閣府設置法や国家行政組織法にいう
「行政機関」は，この意味である（ 本章第 3節）。
　両者はまったく異なった概念であり，どちらの意味で用いられているかを
明確にしなければ，無用の混乱を招くことになる。

　行政機関の種類

　作用法的機関概念にいう行政機関には，①行政庁（行政官庁），②補助機
関，③諮問機関，④参与機関，⑤執行機関がある。
　行政庁とは，行政主体のために意思を決定し，外部に表示する権限（処分
権限等）をもつ機関をいう。府省の大臣（国土交通大臣など），外局である庁
の長（国税庁長官など）や委員会（公正取引委員会など）等がこれにあたる。
国の行政庁を行政官庁ということがある。
　補助機関とは，行政庁を補助する機関をいう。各省の副大臣，政務官，事
務次官以下の大半の機関がこれにあたる。
　諮問機関とは，行政庁の諮問に応じて答申（法的拘束力がないもの）を述
べる機関をいう。法制審議会，税制調査会，原子力委員会などがこれにあたる。
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